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論 文 内 容 の 要 旨

本論文は大型間接税導入をめぐる政策過程の分析により,日本における中小企業の政治的影響力のあり方に検討を加え,

さらに日本の中小企業がもつ経済的特性から日本の政治経済の構造的特徴の-局面を解明することを目的としたものであ

る｡

日本には中小企業を対象とする政策が多く,また,自営業者 ･中小企業経営者の中での自民党支持率が高いことから,中

小企業と自民党との関係については次のように言われてきた｡すなわち,中小企業は業界団体に組織され,それが大きな集

票力を持っており,自民党に対する有力な圧力団体である｡ 彼らは自民党内の族議員を媒介にした影響力によって,多くの

保護優遇政策を獲得し,またその見返りとして自民党支持に動員される｡このような保護政策の結果,日本市場 (とりわけ

流通市場)には非効率が多く,消費者は多くの不利益を被っている｡(第1章第1･2節)

これに対して本論文では,主として流通業に焦点を当てて,中小企業は激しい競争にさらされており,その業界内での競

争のため業界団体の組織力は弱く,集票力もなく,したがって,政策決定過程への影響力も弱いことを主張する｡(第1章第

3･4節)

本論文では,｢日本の多くの中小企業は,激しい競争の中,地域的 ･個別的な需要に特化することで生存競争に対応してい

る｣という仮説を設定することで,中小企業の自民党支持の強さとその影響力の弱さを次のように整合的に論証する｡

このような経営戟略の成功の結果,彼らは地域の顔役 ･名士となりやすく,保守政治家の有力後援者になりやすい｡その

保守支持の強さは,彼らの独立経営者としての経済的立場から十分合理的に説明でき,利益誘導の見返りとしての支持 ･動

員と考える必要はない｡また,そもそも中小企業は政治に転用しうるリソースを十分持たない｡このような地域での密接な

関係から,特に選挙が近づくと,政治家は中小企業の顔色を窺うが,彼の前に業界団体が具体的に集約した要望を提示して

いるわけではないので,彼が提供しようとする便益も実際の中小企業の利益になるとは限らない｡こうして,中小企業は業

界団体として圧力活動を行なわなくても,選挙を契機にして多くの優遇と呼ばれる政策を獲得する｡反面,選挙期間以外に

は,政策過程においてその利害が考慮されないことが多くなる｡(第1章第5節)

以上の仮説を検証するために,本論文では80年代後半期の大型間接税導入の政治過程をとりあげる｡この政治過程におい

ては,有力な保守支持層である中小企業によって反対運動が組織されたため,この政策決定過程での中小企業の活動を分析

することで,彼らの組織形態 ･影響力行使の態様が観察できるのではないかと期待できるからである (第2章第1節)0

売上税の挫折から消費税の成功に至る政治過程については,次のような解釈が通説となっている｡すなわち,中曽根政権

での売上税案では税額票方式がとられていたため,これが所得の捕捉に転用されるのではないかと警戒した中小企業者は強

硬に反対し,売上税は挫折した｡消費税ではその反対を考慮して帳簿方式をとったため反対を受けず,大型間接税導入が実

現した｡(第2章第2節)

だがこのような解釈には,いくつかの疑問がある｡ まず,消費税導入後に起こった消費税反対運動にも中小企業は多く関

与しており,その反対は,売上税反対から一貫しているということである｡ また,そもそも売上税への反対は,消費税と同
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じタイプの税制である一般消費税への反対から連続したものであるから,売上税への反対も税額票方式の問題ではないので

はないかと考えられる｡(第2章第3節)

本論文は,先の仮説から,この事例研究において,次のような事情が現れるであろうことを予想する｡

中小企業は競争圧力の下にあるという想定からすると,税額分の転嫁への懸念は深刻であろうと考えられるから,一般消

費税から売上税 ･消費税に至るまで大型間接税への一貫した反対が指向されると予想できる｡ また業界団体は組織力を持た

ないという想定からは,いずれの税制案の決定過程においてもこのような中小企業の意向は反映されないと予想できる｡

他方で,選挙を契機にして中小企業の動向が考慮されることがありうるので,選挙が関係してくるときのみ,中小企業の

利害が政治過程に浮上すると予想される｡

以下,第2章第4･5節では,以上の仮説を実証研究を通じて検証することを試みる｡ まず,第一に指摘すべき点は,売

上税の政治過程も,消費税の政治過程も,ともに,前期と後期に区別できる｡ 前期は政府内での決定過程であり,後期はそ

の決定成立後であるということである｡

売上税でも消費税でも,政府内での決定過程では,中小企業団体による反対運動は試みられているが,その影響力は弱く,

その利害は考慮されなかった｡しかし,決定成立後,選挙が近づくと,反対運動が各地で噴出し,それに対応して自民党の

政治家に動きが生じている｡売上税の場合は,政府内での税制案決定後,国会での法案成立前に統一地方選挙があったため,

法案は挫折したが,消費税の場合は,法案成立後に参院選があったので,導入には成功したものの,参院選を契機に大きな

政治争点化した｡

選挙過程での中小企業の反対運動は,地域に自生的に組織され,業界団体を単位とするよりは,地域的なネットワークを

媒介にしており,日商などの組織による運動とは連携していない｡ また,この反対は,保守支持の枠内に強く固着して行な

われた｡選挙過程での政治家への働きかけは,個々の後援者から個別に行なわれ,それが政治家の態度変更に大きな効果を

上げている｡また選挙過程で中小企業の利害を代弁しようとした政治家はいわゆる ｢族議員｣ではなく,特に選挙に弱い候

補であった｡そしてこのような反対運動は,選挙が終わると,政策的な結果を見る前に鎮静化している｡

消費税導入後の反対運動で中小企業者が取り上げた論点は既に売上税以前から主張されていた転嫁への懸念であり,その

要望は政策過程では十分考慮されていなかった｡消費税の決定過程では中小企業の利益が考慮されたと言われたが,その措

置はその後の消費税反対運動を何ら抑制しなかった｡

以上の点を整理すると次のような結論が導かれる(第2章第6節)｡すなわち,大型間接税反対運動における自民党への拒

否は,特定候補への業界単位での支持 ･不支持という形では現れなかった｡例えば,保守系候補が分立した選挙で,一方が

消費税反対,もう一方が保留の態度を示していたとき,中小企業者間では消費税反対の意向でまとまっていたのにも拘わら

ず,選挙に合わせて消費税反対集会を開くことは拒否された｡これは,後援会が業界団体とクロスオーヴァーしており,隻

票が業界単位で行なわれていないことを示している｡ 保守政治家への支持が業界を媒介にしていないことから,利益誘導へ

の見返りによって保守政治家が支持されているわけではないと考えられる｡

売上税の決定過程で中小企業団体の要望が考慮されなかったこと,消費税で導入された優遇 (と目された)措置が中小企

業の反対を何ら抑制しなかったことから,政策決定過程への中小企業の影響力は小さいと考えられる｡

このようにして,業界が十分な組織化を実現しておらず,政策決定過程にも大きな影響力をもっていないこと,また,一

貫して転嫁という観点から反対が続けられていることからすると,中小企業は,絶えず激しい競争の中におかれているとい

う本論文の仮説は検証されたと考える｡

すでに中小企業の世界に十分競争があるとすると,日本における中小企業の数の多さは,保護され･組織化されているか

らではなくて,日本社会に独立 ･自営の意欲,参入意欲が強く存在するからではないかと考えることができる｡

さて,本論文では,以上の事例研究による中小企業の政治的影響力のあり方の検討を超えて,中小企業主における価値観

と威信の構造の考察を通じて,日本の政治経済構造の特性を議論する章が付け加えられている (第3章)｡日本には,かなり

厚い階層として,中小企業主が存在する｡彼らの価値観は,｢よい学校｣を出て ｢よい会社｣で働くエリートに対する反発,
対抗心を基礎としており,それがこの層の独立心,成長志向の背後に存在する｡ そして,それがまた彼らの保守的党派性を

もたらす｡自民党は,この層を (利益志向によってでなく)価値体系を通じて自らの中核的支持母体として抱え得たことに

よって,安定した政権を維持してきたのである｡本論文は,以上の分析をさらにふえんして,大組織に所属するエリート層
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とそれに対抗する層との二つのキャリア･パスの存在を指摘し,威信の構造と関連づけてそれぞれの層の国家との関連に検

討を加え,その二重構造の中に日本の政治経済的特性があることを述べて,本論文の結論としている｡

論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨

中小企業は,戦後のいわゆる ｢近代政治学｣においては,前近代的な存在として描かれ,とく&.=その労使関係の前近代性

から中小企業経営者は天皇制ファシズムの一つの中核的担い手となる傾向をもっとされた｡次いで,アメリカ政治学の影響

を受けつつ,1950年代の末に利益団体研究が登場した際には,中小企業は,農業団体とともに,自民党に系列化された利益

団体の典型例と見なされ,(前近代性を残しっっも)基本的には利益誘導によって動員され,かっ自民党の政策に大きな影響

をもっ存在として,分析の対象となった｡その後,70年代からは,利益団体の-づとして調査対象とされてきたものの,こ

の20年程の問は,中小企業に焦点を絞った本格的政治学研究は目立ったものがない｡近年の日本政治研究の主流をなす政治

経済学的分析が,大企業と官庁との問の関係を主たる研究対象とし,中小企業はこの関連で周辺的に議論されるようになっ

たことに由来する｡ただ例外がないわけではない｡本論文でも先行研究として検討の対象となっている,ケント･カルダー,

建林正彦,樋渡展洋ら,1990年前後に歴史的なマクロな観点からの,中小企業に対する保護育成政策の展開や大企業による

系列化がもつ政治的含意に関する研究がそれである｡

本論文は,最近の政治学において周辺的にしか扱われてこなかったこの中小企業の政治的影響力に改めて焦点を当てて,

イシュー･アプローチによる事例研究にもとづく詳細な実証分析を行ったもので,学界に寄与するところ大である｡とくに,

前述の1990年前後に登場したマクロな研究に疑問を投げかけ,ミクロな政策過程の実証分析によって,その結論に疑問を呈

し,それに対峠する形で自説を説得的に展開することに成功している点は,高く評価されてよい｡

本論文が扱う事例研究は1980年代の税制改革,すなわち,売上税および消費税の導入に対する中小流通業者による反対運

動の分析である｡ 大型間接税導入というこの争点は,80年代における日本政治の最大のイシューの一つであり,これまでか

なり多くの政治学者が手がけてきた研究対象である｡ 加藤淳子の業績を筆頭に,優れた実証研究も少なくない｡本論文は,

既存の研究に依存しつつも,独自のインタビュー,新聞資料,業界出版物など多数の一次資料を駆使して,中小企業の反対

運動の過程を再構成し,これまでの (自民党や大蔵省の側についての研究を通じて提示されてきた)大型間接税導入の政治

過程についての通説的理解にも,大胆に反論を加えている｡

本論文の結論を一口で言えば,日本の流通業者に代表される中小企業は,市場において競争的であり,その経営者は独立

心が強く,政府の保護に依存する度合いは,従来言われているのとは反対に,比較的弱いというものである｡ そして,中小

企業主の自民党支持は利益誘導によるものであるよりは,自民党のもつ保守主義的体質への共感によるものであるとする｡

本論文の議論の特徴は,一方で,市場の制度的構造に着目した制度論的な政治理解であるとともに,他方で,政治文化的説

明に回帰した形となっている点である｡ ただ後者においては,戦後の近代政治学のような前近代性ではなく,むしろウェー

バーのいうプロテスタント的独立心が強い存在として,彼らを描いているところに本論文のユニークさが認められる｡これ

らの解釈は,いずれも詳細で注意深い実証研究によって裏付けられており,説得力をもつ論理の展開である｡

ただ,中小 ･零細企業は,極めて多様な業種を含み,したがって,政治との関係も多様な形態を取っているのではないか,

(大型間接税反対運動の中L､となった)流通業界だけを検討することで一般化するのは議論の飛躍ではないか,という疑問は

残る｡しかも本論文は,流通業界のもっ特殊性とその特殊性がもつ政治的含意について必ずしも充分に配慮しているとは言

い難い｡しかしながら,流通業界の中小零細企業は,従来から,製造業などと較べて経済的競争力が弱く,自民党による保

護優遇政策に大きく依存してきたとの理解があり,この通説を否定するためには,流通業の検討が研究上戦略的な意義をも

つ｡流通業で通説が当てはまらないとすれば,(政治に大きく依存している建設業を別とすれば)他の業界でもそれ以上に当

てはまらないと推論できるからである｡他の業界のあり方については,さらなる実証研究が必要であるとしても,本論文の

成果が,この領域における今後の研究の出発点になることに疑問の余地はない｡

さらに,以上の分析を踏まえて,本論文最終章では,日本の近代資本主義の特徴についての議論が展開される｡ 即ち,大

企業 ･官庁という大組織において出世を追及するエリートと,それに対抗する意識をもちっっ独立して経営を営む中小企業

主との二つのキャリア･パスの存在から,価値体系の二重性を含めた日本資本主義の二重構造が改めて考察されるのであ

る｡この部分は,一見それまでの事例研究からやや飛躍しており,論文としてのまとまりを失わせる結果となっているよう
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に見えるが,考察自体は魅力的なものである上に,著者の実証分析を理論的に補強する役割を担っている点も少なくない0

全体に,理論的検討の部分では外国の多くの研究も参照され,著者の研究蓄積の厚みを感じさせる｡仮説の提示と検証の

手続きは厳密で,議論の進め方も論理的かつ撤密な好論文である｡

以上の点から,本論文は,博士 (法学)の学位を授与するにふさわしいものと認める｡ なお,平成 11年6月16日に調査

委員3名が論文内容とそれに関連した試問を行った結果,合格と認めた｡
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